
法人版事業承継税制
（株式等納税猶予制度）の

Q＆A

令和6年9月1日現在



問１ 法人版事業承継税制とはどのようなものでしょうか？

出典：国税庁ホームページ
非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予・免除
（法人版事業承継税制）のあらまし（令和4年5月）より抜粋

答
法人版事業承継税制とは、「非上場株式等に係る贈与税・相続税の納税猶予制度」のこと

を指します。下図のとおり、事業承継のために経営者が保有する株式等を後継者に承継させ
る際に生じる税金を全額猶予し、免除する制度です。
この制度を適用するためには、「贈与者・被相続人（経営者）」の要件、「後継者の要

件」、「会社の要件」を満たす必要があります。



答
平成21年からスタートしている事業承継税制ですが、平成30年度税制改正において、「特

例措置」が設けられ、要件が大幅に緩和され、利用しやすくなりました。ただし、「特例措
置」の適用が可能な株式の承継は「令和9年12月31日までの相続・贈与」までとなります。
また、「特例措置」の前提条件として、「特例承継計画」の提出が求められます。この提

出期限は「令和8年3月31日」までです。この計画提出がない場合には、令和9年12月末まで
の承継でも「特例措置」の適用ができないため、注意が必要です。

問２ 平成30年度税制改正での改正内容を教えてください。

出典：中小企業庁ホームページ
経営承継円滑化法申請マニュアル【相続税、贈与税の納税猶予制度の特例】令和６年4月改訂版

経営者の有する株式は
100%猶予・免除されます。

経営者以外の株主からの承
継による株式等も対象です。
また、後継者は最大3名ま
で対象となります。

承継後5年後の雇用維持要
件が実質撤廃されています。

主な改正ポイント



問３ 特例措置の前提条件である「特例承継計画」の内容について教え
てください。

答
「特例承継計画」とは、Ａ４サイズ４ページ程度の書面です。当該書面の提出は、「認定

経営革新等支援機関」による所見が必要となります。顧問税理士でも登録されていない場合
がありますので、提出の際には所見記載可能な税理士がいるかどうか事前に確認をしてくだ
さい。提出期限を過ぎますと「特例措置」の適用はできませんので、お早目のお手続きをお
すすめいたします。
（特例承継計画の参考URL：https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/shoukei_enkatsu_tokurei_yoshiki.htm）



問４ 経営者及び後継者の要件について教えてください。

答
経営者（被相続人・贈与者）の要件は、「経営者本人（第一種）」及び「経営者以外の株

主（第二種）」に分かれています。また、後継者は最大3名までとなっており、それぞれの
後継者が要件を充たす必要があります。概要は下図の通りです。



問５ 会社の要件について教えてください。

答
会社の要件の概要は下図の通りです。なお、適用を受けようとする会社のほか、その一族

が有するグループ会社（特定特別関係会社）についても、同様の要件を求める場合がありま
すので、注意が必要です。

中小企業者とは、業種に応じた次の要件を充たす会社のことです。



（特定）特別関係会社の対象と同族関係者（Ｃ〜Ｇ）の範囲

問５ 会社の要件について教えてください。

（参考）グループ会社（特別関係会社・特定特別関係会社）の範囲



問６ いわゆる資産管理会社は事業承継税制の適用外とききました。
どうしてでしょうか？

答
事業承継税制の適用を受けたい会社が資産管理会社（資産保有型会社・資産運用型会社）

である場合には、その適用を受けることができません。これは個人財産を法人に移転（株式
会社化）することにより、意図的に事業承継税制を利用することを防ぐためです。しかし、
その会社が過去から事業を行っていることが明らかな場合（事業実態要件を充たす場合）に
は、資産管理会社に該当していたとしても事業承継税制の適用を受けることができます。



問７ 事業承継税制（贈与の場合）の流れを教えてください。

出典：中小企業庁ホームページ 経営承継円滑化法申請マニュアル【相続税、贈与税の納税猶予制度の特例】令和６年４月改訂版

答
下図の通りとなります。原則として、事業承継税制の認定・申告後５年間は後継者は事業

を継続し、５年経過後は株式の継続保有を維持することで納税猶予が継続されます。
後継者が死亡、又は、次の世代へ事業承継税制の適用を受ける贈与を実施した場合、後継

者に猶予されていた贈与税は免除されます。なお、贈与者が死亡した場合も贈与税は免除さ
れますが、相続税の納税猶予に切り替える手続きが必要です（問８参照）。
逆に事業継続しない・株式の継続保有しない等の場合には、納税猶予が取り消され、利子

税と一緒に納税をしなければなりません。

事業継続のための要件のひとつに、雇用確保要件（５年経
過後に当初の８割の雇用を確保しなければならない要件）
がありますが、特例措置では一定の理由を記載することで
猶予継続することができ、実質的な撤廃がなされています。



問８ 事業承継税制（贈与）適用後、贈与者が死亡した場合の取扱いが
特殊であるとききました。具体的に教えてください。

出典：中小企業庁ホームページ
経営承継円滑化法申請マニュアル
【相続税、贈与税の納税猶予制度の特例】
令和６年４月改訂版

答
贈与者が死亡した場合には、贈与税は免除されます。しかし、贈与者の相続時において、

事業承継税制の適用を受けた株式等は、相続税の対象として持ち戻し計算の対象となります。
その後、当該株式等にかかる相続税について、改めて納税猶予を継続するか（都道府県知事
による切替確認による継続）、継続せず相続税を納めるかを選択することができます。
一般的な贈与（暦年課税贈与）では、贈与後一定期間を過ぎると相続財産から除外されま

すが、事業承継税制に係る株式等については、この対象外です。



問９ 事業承継税制（相続の場合）の流れを教えてください。

出典：中小企業庁ホームページ 経営承継円滑化法申請マニュアル【相続税、贈与税の納税猶予制度の特例】令和６年４月改訂版

答
下図の通りとなります。事業承継税制の認定・申告後５年間は後継者は事業を継続し、５

年経過後は株式の継続保有を維持することで納税猶予が継続されます。
後継者が死亡、又は、次の世代へ事業承継税制の適用を受ける贈与を実施した場合、後継

者に猶予されていた相続税は免除されます。
逆に事業継続しない・株式の継続保有しない等の場合には、納税猶予が取り消され、利子

税と一緒に納税をしなければなりません。

事業継続のための要件のひとつに、雇用確保要件（５年経
過後に当初の８割の雇用を確保しなければならない要件）
がありますが、特例措置では一定の理由を記載することで
猶予継続することができ、実質的な撤廃がなされています。



問１０ 事業承継税制の手続き・スケジュールを教えてください。

出典：中小企業庁ホームページ経営承継円滑化法申請マニュアル【相続税、贈与税の納税猶予制度の特例】令和６年４月改訂版

贈与税の納税猶予の場合 相続税の納税猶予の場合

答
下図の通りとなります。なお、都道府県知事に対して「年次報告書」、税務署長に対して

「継続届出書」を一定期間提出しなければなりません。提出がない場合には、原則として納
税猶予の取消がなされるため、税理士との綿密な連携が必要です。



出典：国税庁ホームページ非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予・免除（法人版事業承継税制）のあらまし（令和4年5月）

贈与税の納税猶予の場合 相続税の納税猶予の場合

問１１ 納税猶予額の計算方法を教えてください。

答
下図の通りとなります。贈与税に関しては、選択する計算方法により税額が変わりますの

で詳細は税理士にお問い合わせいただくことをおすすめいたします。



問１２ 事業承継税制の適用を検討しているが、貴社の取り組み状況を
教えてください。

答
通常の法人税・所得税と比較して、事業承継税制を含めた資産税分野は、臨時的かつ特殊

性の高い業務であるため、専門的な知識（税法・民法・会社法）が必要となります。
当グループでは、当初より資産税・事業承継分野に特化、研究をすすめており、事業承継

税制は30事例以上、その他事業承継分野においても多くの経験を有しております。
【当グループ代表のプロフィール】



問１３ 顧問税理士がいるので、相談しにくいです。

答
現在の税務実務は、分野が幅広いうえに難易度も深化しており、専門分野ごとの業務が主

流になっております。このため、当グループでお手伝いする事業承継業務の60%が顧問税理
士からのご紹介や顧問税理士との連携による協業です。顧問税理士の先生が携わる業務につ
いては一切触れず、当グループから貴社へ営業することはございません。ご安心ください。

『相続・事業承継専門の税務・会計コンサルティングが主たる業務』

・ 相続・事業承継専門職での事案は過去年間100件を超える（相続・事業承継業務経験年数：10年以上）

・ 相続・事業事案で生じる問題について包括的な対応

（ニーズに応じて提携弁護士／司法書士／不動産・保険・証券コンサルティング会社等への紹介可能）

「企業、そして、一族の輝かしい未来を紡ぐための最高のサービスを」

専門分野である相続及び事業承継を中心として、お客様のニーズをとらえた下記のサービスを行っております。

・ 各種コンサルティング業務〔相続／事業承継／資本政策／資産承継〕

・ 事業承継事案に関する専門家向け相談対応業務（セカンドオピニオン）

弊社の強み

業務内容



問１４ 事業承継税制へのサポート体制・費用を教えてください。

答
事業承継問題は、会社・一族の状況により対応方法が異なるため、詳細なヒアリングのう

え、オーダーメイドによる提案・実行となります。
サポート体制は大きくは下記のとおりに分かれておりますが、会社・顧問税理士とご相談

のうえ、支援体制を決定いたします。
柔軟な支援体制を構築するため、定型的な料金表はあえて作成せず、事前お見積り制とさ

せていただいております。

１ 事業承継税制フルサポート

２ 事業承継税制作成支援業務

３ 事業承継税制アドバイザリー業務

・事業承継税制の適用可否判定及び対応方法の提案・実行
・特例承継計画の策定及び提出
・事業承継税制認定申請並びに申告及び担保提供手続き（株価算定含む）
・事業承継税制適用後のアフターサポート（年次報告及び継続届出）
※原則として5年間、ご希望に応じて永続的にサポート

・事業承継税制認定申請書・申告書付表・担保提供関係書類の作成
・年次報告書及び継続届出書の作成

・事業承継税制に関する相談業務、税務面でのアドバイス



問１６ 貴社に相談したいのですが。

答
下記の弊社お問い合わせフォームより、お問い合わせください（記載自由）。
当グループより、ご返信いたします。

https://nona.jp/contact

https://nona.jp/

お問い合わせはこちらのリンクから

弊社ホームページ（ノナコンサルティンググループ）


